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２６日、北京の中国社会科学院で行われた日中歴
史共同研究の初会合（時事）
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中国トップニュース

中国中国、外資系メーカーへの課税強化外資系メーカーへの課税強化
所得移転の見なし利益率に下限設定所得移転の見なし利益率に下限設定

　【香港２６日時事】中国の税務当局が、外資系企業に対する移転価格税制の運用を強化している。まずは事
務機器メーカーが課税強化の対象となったが、今後、その他の業種にも拡大する可能性があり、中国進出企業
の税負担が増えることになりそうだ。外資系企業がこれまで享受してきた税優遇を段階的に解消していく措
置の一環とみられる。
　移転価格税制は、本国や、中国内での他グループ会社に所得を移転する際に適用される。見なし利益率を
算出して法人税を課す仕組みで、これまでは実際の見通しに合わせて率が決まってきた。
　しかし関係筋によると、中国税務当局内部で新たなガイドラインが設けられたもようで、このほど、広東省に
工場を置く外資系事務機器メーカーに対し、今後は５％を下回る見なし利益率の申告は認められないとの通
知があった。事実上、利益率が数パーセントであっても、５％以上で申告しなくてはならないことになる。過去
分の遡及（そきゅう）も行われるとされ、通知を受けた外資系メーカーは既に対応策の検討などを始めている。
　ある会計専門家は「外資系事務機器メーカー側には、実際の利益率が５％を下回っていることを証明する
余地も残されているが、よほどのことがない限り、莫大（ばくだい）なコストと手間をかけてまで『筋を通す』ケ
ースはないとみられ、実際には（一律５％以上の）新ガイドラインが適用されていくのだろう。今後、対象業種
が拡大していくのかどうかに注目する必要がある」と指摘した。

自動車産業の改革で指針＝過剰設備を整理へ自動車産業の改革で指針＝過剰設備を整理へ
　【北京２６日時事】中国国家発展改革委員会は２６日、中小メーカーが乱立し設備過剰となっている国内自
動車産業の構造改革と自主ブランド確立に向けた新たな指針を公布した。
　中国の自動車販売は今年、７００万台に達し、日本を抜いて世界２位に躍進する公算が大きいが、同委員
会は「数年のうちに生産能力は１０００万台を突破し、２０１０年には大幅な供給過剰になる」と指針公布の
背景を説明した。
　指針によると、新たな構造調整策として (1)本拠地以外の新工場建設には前年の販売台数が生産能力の
８０％以上 (2)第２工場建設には前年の販売実績が１０万台以上－などの条件を設定。設備のやみくもな拡
張を防止するとともに、中小メーカーの淘汰（とうた）も視野に入れている。
　また、排ガスの少ない環境保護に配慮したモデルの導入を奨励。各政府部門に対し、調達の際に、省エネ
型乗用車を優先するよう要求した。
　同委員会によると、中国の完成車メーカーは現在１００社強。技術力が劣る中小メーカーが多く、政府が推
奨する「自主ブランド」確立の障害となっている。このため指針では、企業統合を積極的に推進するとしている。

欧米の技術的な貿易障壁を批判＝商務省欧米の技術的な貿易障壁を批判＝商務省
　【北京２５日ロイターＥＳ＝時事】中国商務省は２５日、安全性や環境基準といった欧米の技術的な貿易障
壁により、中国企業は昨年、６９０億ドルの損失を受けたとするリポートを同省ウェブサイトで発表した。
　貿易相手国から貿易障壁批判にさらされることが多い中国だが、同リポートは「外国の技術的障壁による影
響は全般に楽観できるものではない」と批判。成長著しい沿岸部企業だけでなく、貧しい内陸部企業にも影
響が及んでいると訴えた。
　同省は、欧米の高い安全・環境基準設定により、「中国の繊維製品業界は全体の損失額の４３％を占める
最も大きな影響を受けている」と主張。「食品、鶏肉、林産品、電子・機械製品への影響も大きい」と強調した。
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大連に石油取引所＝東北の取引の中心に大連に石油取引所＝東北の取引の中心に
　【北京２６日時事】２６日付の中国各紙によると、中国遼寧省南端の経済都市、大連に２５日、石油製品の
現物を扱う「大連石油取引所」が設立された。大連は中国東北部の重要な石油化学基地で、市当局は東北部
の石油・石油製品の取引センターになることを目指している。
　「大連石油取引所」の当面の取引は燃料油、アスファルトなどが中心で、電子取引も導入する方針という。大
連には既に「大連商品取引所」があり、石油の先物を上場する計画。実現すれば、石油の現物と先物の取引所
がそろうことになる。
　２００５年の大連の石油加工能力は３０００万トンに達し、国内最大の石油貯蔵基地の一つとなっている。
　中国では今年８月、上海に石油製品の現物取引所がオープンした。

東芝もユーザーに陳謝＝中国でのノート東芝もユーザーに陳謝＝中国でのノートＰＣＰＣ問題問題
　【北京２６日時事】東芝は２６日、ノート型パソコンの一部モデルが中国浙江省で販売停止となった問題で、
ユーザーに不安を与えたことを陳謝する内容の声明を出した。富士通、ＮＥＣも前日、同様の見解を公表した。
　同省当局は先に、日系３社と米ヒューレット・パッカード（ＨＰ）の計５モデルの静電気への耐性などが「国
家推薦標準」に達していないとして省内での販売停止を命じた。
　東芝は声明で「現在、省当局と対策について折衝中」としている。

０７０７年の中国成長率年の中国成長率、推定推定９．５９．５％＝人民元は％＝人民元は３－４％上昇－シンクタンク％上昇－シンクタンク
　【上海２６日ロイターＥＳ＝時事】中国政府系シンクタンクの国家情報センター（ＳＩＣ）がまとめたリポート
によると、２００７年の同国経済成長率は約９．５％になる見込みだ。２６日付の上海証券報が伝えたもので、
固定資産投資や貿易は鈍化するものの、国内消費の拡大がこの影響を相殺するとみられる。
　同センターによれば、来年の固定資産投資の伸び率は４ポイント低下の２０％程度になる見通し。これに対し、
小売売上高は約１２．５％増加するとみている。
　同センターはまた、来年の人民元相場は３－４％上昇する可能性があると指摘。さらに、消費者物価指数の
上昇率は２％と予想した。
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上海・華東

流通業分野に労組上部団体＝流通業分野に労組上部団体＝「共通問題で従業員保護共通問題で従業員保護」－上海－上海
　２６日付の上海紙・労働報（２面）によると、上海市にこのほど、流通業企業の労働組合（中国語では「工会」）
の上部団体として「上海商業行業工会連合会」が設立された。経営形態などが複雑化する流通業界に共通す
る問題を把握・研究し、従業員の権利を保護する役目を担うという。流通大手の百聯集団などが組織した。
　同紙は、この連合会に外資系などの流通企業の工会が加入義務を負うのかどうかには言及していない。
　上海商業行業工会連合会の設立時メンバーとなったのは百聯集団以外に、光明集団、水産集団、良友集団、
石油集団、市供銷合作総社、蔬菜集団、新世界集団、◆（予の右に象）園商城の８集団。設立式典には上海市
総工会の陳豪主席も参加したという。（時事）

英コーヒーショップのコスタが上海進出＝中国で英コーヒーショップのコスタが上海進出＝中国で３００３００体制目指す体制目指す
　２６日付の中国紙・第一財経日報（Ｃ３面）によると、英国を本拠とするコーヒーショップのコスタが中国で
チェーン展開する。第１号店は２２日、上海市の繁華街・南京東路の歩行者天国地区にオープンした。第２、
３号店は２７日に市北部の五角場と西北部の真北地域に開業する。最新の流行発信地である上海を中国展開
の足掛かりとし、他の都市に順次に展開する方針。
　具体的には、今後１年間で上海の主要商業地域に４０店舗を展開する。将来的には、中国全土で３００店体
制を目指すという。
　同社はイタリア人のコスタ兄弟が１９７１年にロンドンで創業。現在は英国で５１５店が営業している。アジア
地域では中国のほか、２００７年中に日本と韓国に進出する計画。（時事）

上海上場株式の時価総額が上海上場株式の時価総額が６兆元突破＝兆元突破＝０５０５年末の年末の１．６１．６倍に倍に
　２６日付の上海紙・解放日報（２面）によると、上海の金融市場では２００６年、取引が活発化した。金融市
場合計の取引総額は１－１１月で前年同期比６８％増の５３兆元となっており、通年では６０兆元に近づく見通
しだ。
　また、株式市場では上海証券取引所に上場する企業の発行時価総額が１２月１８日に６兆元を突破した。
０５年末に比べ１．６倍に膨らんでいる。
　上海市に拠点を持つ金融機関も増え続けており、１０月末時点で６８９社となった。０６年に１割強の７９
社が新たに拠点を設けた。
　また、先ごろ第１陣が認可された海外金融機関による中国現地銀行の設立も、申請した９行すべてが上海
に本店を置くことになっている。（時事）

上海企業の輸出上海企業の輸出、１、１－１１１１月は月は２４．６２４．６％増に＝輸入は％増に＝輸入は１９．２１９．２％拡大％拡大
　２６日付の上海紙・文匯報（２面）によると、上海市の対外経済貿易委員会はこのほど、上海の企業が
２００６年１－１１月中に行った輸出は前年同期比２４．６％増の１０４４億米ドルとなったことを明らかにした。
輸入は同１９．２％増の１０２８億ドル。
　また、上海で輸出にたずさわる民営企業は２万３０００社を超えており、その半分以上が２００１年の中国の
世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟後に設立されたという。ただ、輸出入全体の６６％は外資系企業が占めており、民
営企業のシェアは小さい。
　一方、上海の港湾設備を経由して行われる輸出入は、上海企業による輸出入の２倍余りで、中国全体の約４
分の１を占めている。（時事）
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（17）　（17）　衛星放送の巨大市場１衛星放送の巨大市場１

　◇３００億円、宇宙ごみ
　今年１０月２９日に打ち上げに成功した中国初の放送専用
衛星「ＳＩＮＯ２号」は技術故障の原因で使用不能になった―。
衛星の持ち主「ＳＩＮＯ衛星通信有限公司」が１１月２８日に
正式に発表した。
　発表によると、故障の原因は「ＳＩＮＯ２号」のソーラー板の
２次開きと通信アンテナが開けなくなり、エネルギーの供給
や地上センターとの交信が不可能になったという。「ＳＩＮＯ
２号」は中国空間技術研究院が１０年間かけて独自に開発し
た中国初めてのＤＴＨ（Ｄｉｒｅｃｔ　Ｔｏ　ｔｈｅ　Ｈｏｍｅ）
専用衛星。重さ５．１トン、設計寿命１５年、運用期間１２年、ト
ラトランスポンダー２２個を積み、２００チャンネルのハイビ
ジョン番組を放送可能。長寿命、大容量、高技術が特徴である。
　この衛星のコストは２０億元（約３００億円）ともいわれてい
る。事故の影響でこれからの中国衛星放送事業は大きなダメージを受けた。

　〔近年の主な衛星事故〕
所有国 衛星名 故障時期 衛星機能
米国 ３１００シリーズ ２００１年７月 偵察衛星
ロシア 気象－３Ｍ ２００３年７月 気象衛星
ロシア 宇宙－２４２１ ２００６年５月 軍事衛星
ロシア 快船－ＡＭ１１ ２００６年３月 放送衛星
日本 すざく ２００５年７月 Ｘ線天文衛星

　◇２億超のユーザー対象に
　０８年の北京五輪開催に合わせ、中国政府は本格的にＤＴＨ放送事業を開始すると明言していた。そ
の準備として、０６年１０月に初のＤＴＨ専用衛星「ＳＩＮＯ２号」を打ち上げ、さらに０７年年末に「ＳＩ
ＮＯ２号」のバックアップ衛星として「ＣＨＩＮＡＳＡＴ９号」を打ち上げる予定である。「ＣＨＩＮＡＳＡＴ
９号」は中国唯一の衛星通信キャリアーである中国衛星通信集団公司に所属し、フランスのアルカテル
社が２００５年に１０億元で受注した。
　中国のＤＴＨ市場の話をする前に、中国の衛星通信キャリアーを紹介したい。中国本土には２つの中
国衛星通信キャリアーが存在する。
　（ａ）中国衛星通信集団
　０１年設立で、中国６大通信キャリアーの中で唯一の衛星通信キャリアー。「中星６号」「中星２０号」
「中星２２号Ａ」の３つの現役衛星を持ち、主にデータ通信サービスを提供している。０５年の売り上げ
は１４億元で、２年連続赤字。衛星放送業務に実績がないものの、通信事業は他のキャリアーと競争が
できないので、ＤＴＨ事業に期待している。
　（ｂ）ＳＩＮＯＳＡＴ衛星通信有限公司
　１９９４年設立で、株主は中国航空科技集団、中信集団、上海文広集団。９８年から「ＳＩＮＯ１号」で通信、
放送両面でサービス提供している。国内各省の一部放送でＤＴＨ放送の実績を持ち、中国ＤＴＨ放送
サービスの最有力好候補だ。

　中国本土には４億台のテレビがある、都市部中心のケーブルテレビは１億５０００万台。残り２億以
上のユーザーはＤＴＨ放送の対象になる。特に農村山奥地域の放送は衛星が断然、コストメリットがあ
る。中国政府が推進する「村村通プロジェクト」（すべての村まで通信インフラをもたらす）にＤＴＨ放
送は重要な役割を果たせなければならない。衛星放送産業は２０１０年までに１億のユーザーを持ち、
１０００億元（１兆５０００億円）規模があると予測されている。（主任コンサルタント　吉永欣栄／総
経理　中島久雄）（０７年は１月１７日が最初の掲載になります）

「ＳＩＮＯ２号」写真（「ＳＩＮＯＳＡＴ」ＨＰより）
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貿易額貿易額、１０、１０年までに年までに１００１００億ドル突破＝労務輸出にも力－重慶市計画億ドル突破＝労務輸出にも力－重慶市計画
　２６日付の中国紙・重慶晨報（電子版）によると、重慶市当局はこのほど、輸出入や外資導入などの関する
２０１０年までの目標をまとめた「対外開放・開放型経済発展第１１次５カ年計画」を公表した。その中では、
輸出入総額が１０年までに年間１００億米ドルを突破し、うち輸出は５５億ドルになるとしている。輸出の核と
なるのが自動車・オートバイや同関連部品、汎用型エンジン、小型船舶、情報通信、バイオ製薬などで、それを
拡大する戦略が盛り込まれている。
　海外からの投資では、外資の直接投資額を１０年までに年間１０億ドル規模に拡大し、世界の売り上げトッ
プ５００企業の誘致に力を入れるという。
　また、労務輸出にも積極的に取り込み、東南アジア諸国や南アフリカを中心に労働者を派遣する。海外で
の重慶籍の出稼ぎ労働者は５年間で累計２万人になると見込んでいる。（時事）

アサツーアサツーＤＫ、ＤＫ、上海子会社を全額出資に＝増資も上海子会社を全額出資に＝増資も
　【上海２６日時事】アサツー　ディ・ケイは２６日、中国・上海市に置く合弁広告会社の上海第一企画互通広
告有限公司を６日付で完全子会社化したと発表した。これに合わせ、社名を「旭通世紀上海広告有限公司」に
変更した。広告分野の対外開放を受け、経営の自由度を高めるのが狙い。董事長は稲垣正夫氏。
　また、２００７年１月１日付で資本金を３４０万米ドル（現行２９０万米ドル）に増資する。上海第一企画互通
広告での合弁相手は、地元の上海互通創意諮詢有限公司。保有する３０．６％すべてを譲り受けた。取得額は
明らかにしていない。

中国国家開発銀中国国家開発銀、奇瑞汽車に追加融資枠奇瑞汽車に追加融資枠５８５８億元＝開発能力強化で億元＝開発能力強化で
　２６日付の中国紙・国際金融報（３面）によると、中国国家開発銀行はこのほど、安徽省の乗用車メーカー、
奇瑞汽車に対し、２０１０年までの第１１次５カ年計画期間中に５８億元の融資枠を設定することを正式に決
めた。開発能力を強化し、１０年時点での生産能力を年間１００万台に拡大するのを金融面から支援する。同
行による奇瑞への融資枠は計１１２億元となった。
　今回合意した融資枠は元建てが２２億元、残りは４億５０００万米ドルの外貨建て。用途は独自開発能力の
構築や新車開発・生産能力の拡大、中核部品プロジェクト、海外進出プロジェクトなどとなっている。
　奇瑞の０６年の販売量は３０万台に達する見込みで、全国第４位となる。輸出は５万台で、トップとなる見通し。
（時事）

地下鉄広告の数碼媒体集団地下鉄広告の数碼媒体集団、４、４社の資本受け入れ＝数千万ドル規模社の資本受け入れ＝数千万ドル規模
　２６日付の中国紙・上海証券報（Ｂ５面）によると、上海市の地下鉄駅などで動画広告事業を手掛ける数碼
媒体集団（ＤＭＧ）はこのほど、４社を対象とした割り当て増資を行うことを決めた。増資の具体的な規模は
明らかにしていないが、「数千万米ドル規模」という。２６日に正式発表する見通し。
　増資を引き受けるのは、オーク・インベストメント・パートナーズ、シエラ・ベンチャーズ、ＮＩＦ・ＳＭＢＣベ
ンチャーズ、ゴビ・パートナーズ。２００５年のゴビ・パートナーズ、ＮＴＴドコモ、電通の３者による共同出資
以来の外部資本受け入れになるという。
　同紙は増資で得た資金の用途には言及していないが、屋外マルチメディア広告事業の拡大などに充てると
みられる。（時事）

スペインのベフェーサスペインのベフェーサ、青島で海水淡水化事業＝青島で海水淡水化事業＝１日１０１０万トン－山東省万トン－山東省
　２２日付の中国紙・青島早報（電子版）によると、資源リサイクル事業を展開するスペインのベフェーサ社は
山東省青島市に大型の海水淡水化工場を建設する。１日当たり１０万トンを淡水化する計画で、処理能力は
中国最大規模になるという。
　淡水化処理には逆浸透法による脱塩方式を採用する。日産３万トンの第１期施設には５億元を投じ、
２００８年から工業用水として膠州湾東岸の製造業企業などに供給する計画。将来的には生活用水も生産す
る方針。
　青島市当局は水資源不足に悩まれており、その緩和に海水の淡水化を行う計画。（時事）
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スイススイス・チバチバ、青島で有機顔料生産＝自動車塗料などに年青島で有機顔料生産＝自動車塗料などに年５００５００トン－山東省トン－山東省
　中国の業界専門サイトの中国化工網が２２日伝えたところによると、スイスの特殊化学品大手のチバ・スペ
シャルティー・ケミカルズは山東省青島市で有機顔料を生産する。自動車向けの塗料や食品の着色料、電子
写真現像剤向けにピロロピロール系顔料（ＤＰＰ）を年間５００トン生産する。
　受け皿の「汽巴精化青島有限公司」は独資で、青島国際空港工業聚集区に設立する。総投資額は３０００万
米ドルで、２００８年中に操業を開始する計画。
　チバの対中投資額は累計で３億ドルを超えており、顔料部門では上海市に研究開発センターを設けている。
（時事）

華魯恒昇化工華魯恒昇化工、徳州に徳州にＤＭＦＤＭＦ新工場＝年新工場＝年８万トン規模－山東省万トン規模－山東省
　２３日付の中国紙・中国証券報（Ｃ２面）などによると、上海証取に上場する山東華魯恒昇化工股フェン有
限公司（本社山東省徳州市）は、溶剤として使われるジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）を増産する。年産８万トン
規模の工場を地元徳州に新設し、１年後に稼働させる計画という。
　投資総額は１億４０００万元。２３日、公告で明らかにした。
　同公司のＤＭＦ年産量は現在、１５万トン規模。浙江江山化工と並ぶ国内最大手で、２社で国内シェアの７
割を占めているという。（時事）

　台湾高鉄　台湾高鉄
　（Ｔａｉｗａｎ　ｇａｏｔｉｅ）　（Ｔａｉｗａｎ　ｇａｏｔｉｅ）

　台湾高速鉄道（台湾高速鉄路＝Ｔａｉｗａｎ　ｇａｏｓｕ　ｔｉｅｌｕ）の略称。日本の新幹線を海外
で初めて導入した。しかし、建設工事や運転士の育成が遅れたり、作業用車両が事故を起こしたりとト
ラブル続きで、本来２００５年１０月の予定だった開業を何度も延期。今月７日の開業式典も急きょキャン
セルするという醜態を見せている。来年（０７年）１月にようやく開業できるとみられる。

　◇台北－高雄１時間半
　台湾高速鉄道は北部の台北から台中を経由して南部の左営（高雄）に至る路線で、全長は約３４５キ
ロ。新幹線の７００系「のぞみ」をベースとする車両が最高時速３００キロで走行する。台北－高雄の所
要時間は最短１時間半と、これまでの半分以下に短縮される。
　民間出資によるＢＯＴ（建設－運営－移譲）方式を採用しており、最終的には当局に移譲される。台
湾高鉄公司によると、総投資額は約１５０億米ドルに達する見込み。

　◇安全面に不安
　俗に「台湾新幹線」と呼ばれるが、欧州企業連合がいったん受注の優先交渉権を得た後、日本企業
連合に逆転負けしたという経緯から、実際には、運行システムにフランスなどの欧州方式が混在。これ
が混乱の一因となっている。
　しかも、日本側関係者によると、日本企業連合には「新幹線を導入しておきながら、台湾高鉄の経営
陣は欧米人の言うことばかり聞いて、日本企業や日本で研修した台湾人スタッフの意見を軽視する」といっ
た不満の声が出ている。
　列車の運行だけでなく、線路についても「日本の専門家の意見を十分聞かないで造ったため、高架が
地盤沈下に対応できない恐れが大きい」（関係者）という指摘もあり、安全面の不安は否定できない。
　このプロジェクトを決定した李登輝前政権の要人の中には、日本側関係者に会うと、「せっかく新幹
線を導入したのに、このようなひどい事態になって申し訳ない」と謝っている人もいるという。
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四川新希望四川新希望、肉類加工の北京千喜鶴買収＝肉類加工の北京千喜鶴買収＝１．２２１．２２億元で億元で
　２６日付の中国紙・中国証券報（Ｃ１０面）によると、四川省の民営企業の新希望集団は、北京市の肉類加
工会社の北京千喜鶴食品有限公司を買収する方針だ。肉類加工事業を強化するのが狙い。
　上場子会社の新希望農業股フェン有限公司がこのほど、北京千喜鶴のオーナー劉延雲董事長から株式２０
％を譲り受けることで合意した。さらに第三者割当増資を引き受け、最終的に北京千喜鶴への出資比率を６０
％まで引き上げるという。取得金額は合計で１億２２００万元と見込む。
　北京千喜鶴は２００２年７月の設立。河北省などにも生産拠点を持ち、北京五輪の豚肉供給商に指定され
ている。（時事）

天地科技天地科技、オルドスで鉱山機械生産＝地元石炭会社などと－内モンゴルオルドスで鉱山機械生産＝地元石炭会社などと－内モンゴル
　２６日付の中国紙・中国証券報（Ｃ５面）によると、上海証取に上場する鉱山機械メーカーの天地科技股フ
ェン有限公司（本社北京市）は内モンゴル自治区オルドス市で、石炭会社などと提携し、鉱山機械を共同生産
する方針だ。同地での需要増に対応し事業を拡大する。２６日、公告で明らかにした。
　受け皿の「天地鄂爾多斯煤鉱装備有限公司（仮称）」の資本金は５０００万元。天地科技が５１％を出資し、
経営の主導権を握る。石炭会社の内蒙古伊泰煤炭有限公司と内蒙古伊東煤炭有限公司が計３４％を出し、残
りは鄭州煤鉱機械集団。（時事）

陝西建設機械陝西建設機械、アスファルト舗装機をアスファルト舗装機をＯＥＭＯＥＭ＝米インガソールランドから＝米インガソールランドから
　２２日付の中国紙・中国証券報（Ｃ１面）によると、上海証取に上場する道路建設機械メーカーの陝西建設
機械股フェン有限公司（本社陝西省）は、アスファルト舗装機のＯＥＭ（相手先ブランドに生産）供給を行う方
針だ。このほど、米機械大手インガソールランドの中国法人・英格索蘭上海貿易有限公司と合意した。
　契約期間は２０１１年までで、初年度は最低８０台の生産を見込む。以降は年ごとに受注量を協議する。契
約金額は明らかにしていない。また、両社は新製品の開発を共同で行うという。
　陝西建設機械はインガソールランドのドイツ子会社ＡＢＧからアスファルト舗装機の中核部品を調達してい
る。（時事）

観光地観光地「黄山黄山」が上海が上海４時間圏に＝杭州－黄山高速道が全面開通時間圏に＝杭州－黄山高速道が全面開通
　２６日付の上海紙・労働報（３面）によると、浙江省杭州市と安徽省黄山市とを結ぶ「杭徽高速道路」がこのほど、
全面開通した。全長２３０キロメートルで、両市間の所要時間は２時間半まで短縮される。これにより、中国で
有名な山岳観光地「黄山」には上海から約４時間で到着できるようになった。（時事）

西北工業大西北工業大、携帯画面表示携帯画面表示ＩＣＩＣを独自開発＝陜西省を独自開発＝陜西省
　中国のニュースサイト新華網が２６日伝えたところによると、陜西省西安市の西北工業大学はこのほど、携
帯電話機の小型ＴＦＴ液晶表示装置などを駆動するための専用ＩＣの独自開発に成功した。省当局の認定検
証に合格しており、商品化する計画。この種の駆動ＩＣの開発は中国では初めて。
　中国は世界有数の携帯電話生産大国だが、関連する半導体チップはほぼ全量を輸入に依存している。中でも、
液晶駆動ＩＣの輸入規模は年間１０億米ドルに上るといわれる。西北工業大の開発成功で国内携帯電話メー
カーの製造コスト削減が期待できるという。（時事）

厦門◆業厦門◆業、稀土酸化物メーカー買収＝原料確保狙い－福建省稀土酸化物メーカー買収＝原料確保狙い－福建省
　２６日付の中国紙・中国証券報（Ｂ７面）などによると、上海証取に上場するタングステンメーカーの厦門◆
（金へんに烏）業股フェン有限公司（本社福建省アモイ市）は原料確保のため、稀土酸化物を生産する長汀金
竜稀土有限公司（本社福建省長汀県）の全株式を創業者から買い取る方針だ。取得金額は９０５万元。２６日、
公告で明らかにした。
　一方、湖南省長沙市での不動産開発事業からは撤退する。傘下の厦門滕王閣房地産開発有限公司はこのほ
ど、長沙での事業を担当する長沙滕王閣房地産開発有限公司の株式６０％を上海嘉誠投資管理有限公司に
譲渡することで関係者と合意した。譲渡額は３０００万元。
　厦門滕王閣房地産は四川省成都市や重慶市などでも不動産開発を行っている。（時事）
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ビクタービクター、上海子会社を来年解散＝上海子会社を来年解散＝ＤＶＤＤＶＤプレーヤー製造拠点プレーヤー製造拠点
　日本ビクターは２６日、中国の連結子会社である「上海ＪＶＣ電器有限公司」（上海市）を２００７年１２月を
めどに解散すると発表した。ＤＶＤプレーヤー・レコーダーのグローバル製造拠点だったが、同事業を縮小す
るのに伴い体制を見直す。解散後はマレーシアやインドネシアなどに生産を移管する。
　上海ＪＶＣは１９９２年設立。ビクターが５０％、双日が５％のほか、中国企業２社が出資している。年商など
は公表していない。解散に伴う業績への影響は、０７年３月期の業績予想に織り込んでいるという。

中国の子会社を解散＝清算完了は中国の子会社を解散＝清算完了は０７０７年１０１０月－三洋電機月－三洋電機
　三洋電機は２６日、中国で冷蔵庫用コンプレッサーを製造・販売する１００％出資子会社「青島三洋電機」（山
東省）を解散すると発表した。清算完了は２００７年１０月の予定。
　青島三洋は、レシプロ型と呼ばれるコンプレッサーを製造しているが、同社グループでは今後も成長が見込
めるロータリー型などに特化するため、解散を決めた。

上海金取引所上海金取引所、純度純度９９．５９９．５％の金現物上場へ＝来年第％の金現物上場へ＝来年第１四半期の予定四半期の予定
　【上海２５日ロイターＥＳ＝時事】上海金取引所の関係者は２５日、ロイター通信に対し、純度９９．５％の金
現物取引を来年第１・四半期に開始する計画を明らかにした。国内需要の増大に対応するのが狙いだという。
　同関係者は「新商品は、安価な商品向けの純度の低い金を多く使う宝石業者など一部顧客の需要を満たす
ことができる」と述べた。また、来年３月までの本格上場を前に試験的な上場も開始することを明らかにした。
　上海金取引所によると、新商品の取引単位は１キログラム。
　同取引所では現在、純度９９．９５％と９９．９９％の金地金の現物と先物を扱っているほか、銀と白金も上
場している。１４９に上る会員の構成は、１２０社が鉱山会社や製錬会社など、２０社が金融機関、残り９社
が宝飾会社となっている。

 
部屋にネコなど放置部屋にネコなど放置、その数その数１１３１１３匹！匹！
　　　　　虐待で大家逮捕－香港北角　　　　　虐待で大家逮捕－香港北角

　香港島・北角地区のある住宅ビルの１２階に住む蘇さんは今月１０日ごろから、隣の部屋のひどい悪
臭に悩まされていた。蘇さんは「死体でもあるのでは」と不安になったが、その部屋の大家とは連絡が
取れず、２１日に警察に通報。駆けつけた消防署員がこの部屋に突入したところ、尋常ではない光景に
仰天した。
　２２日付の香港経済日報（Ａ２８面）によると、面積わずか１１坪のこの部屋には鳥かご程度のサイ
ズのおりが大量に積み上げられ、その中にはネコなどの小動物。悪臭はまともに世話をされていない哀
れな動物のものだったのだ。
　これらの動物を保護のために搬出した香港政府・漁農自然保護署によると、部屋にはハムスター
３２匹、ネコ３１匹、カメ２６匹、オウム１２羽、イヌ１０匹など計１１３匹の動物がまるで倉庫の荷物のよ
うに閉じ込められていた。
　２３日付の香港経済日報（Ａ１７面）によると、この部屋の大家（５２歳）とその母（９２歳）が２１日
警察に自首、動物虐待の疑いで逮捕された。この２人にはほかの住宅ビルでも大量の動物を飼い、今
年５月に悪臭やゴキブリの大量発生に悩まされた周囲の住民に追い出されるという「前科」があったと
いう。
　ところで、蘇さんの不安通り、この部屋には確かに死体があった。かわいそうに１匹のハムスターは
救出を待ちきれずに死んでしまっていた。（時事）
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江蘇省・蘇州

沛に石炭化工産業園区＝全国沛に石炭化工産業園区＝全国７カ所の内のカ所の内の１つに指定－江蘇省つに指定－江蘇省
　２６日付の江蘇省紙・揚子晩報（Ａ２面）によると、同省沛県に国家級の石炭化工産業園が建設される。国
家発展改革委員会などの中国中央部門が「石炭化工産業中長期発展計画に関する意見聴取稿」で打ち出し
た７つの産業園区の１つで、江蘇、山東、河南、安徽４省の拠点と位置付けられている。
　この「意見聴取稿」に盛り込まれた石炭化工産業園区はほかに、黄河中・下流域、内モンゴル自治区東部、
黒竜江省東部、中原地区、雲南・貴州省、新疆ウイグル自治区に設けられることになっている。
　徐州市に近い沛は石炭資源が豊富なことで知られ、香港の禄恒能源集団が年産１５０万トンのメタノールプ
ラントの設置方針を表明している。（時事）

上海紅旗電纜上海紅旗電纜、潅南で造船事業＝年産潅南で造船事業＝年産８０８０万トン－江蘇省万トン－江蘇省
　２５日付の中国江蘇省紙・新華日報（Ａ３面）などによると、上海市のケーブルメーカーの上海紅旗電纜集
団は同省連雲港市潅南県で造船事業を行う方針だ。主に７万トン以下の船舶を建造する。年間造船能力は
８０万トン。このほど、同県当局と合意した。
　投資総額は８億５０００万元で、造船所は２期に分けて建設される。第１期には３億元を投じ、２００７年初
めに着工する。全面完工は０８年末となる見通し。
　潅南県当局は潅河の沿岸に船舶関連の工業団地を設け、企業誘致を進めている。浙江省の民営造船会社
がすでに進出を決めているという。（時事）

江蘇省の消費江蘇省の消費１６．１１６．１％増に＝伸びは全国％増に＝伸びは全国３位－位－０６０６年１－１１１１月
　中国のニュースサイト・新華網が２５日、江蘇省統計当局の統計として伝えたところによると、同省の２００６
年１－１１月の社会消費品小売総額は前年同期比１６．１％増の６００８億元に達した。伸びはチベット自治区、
山東省に次ぎ全国３位。
　地区別にみると、蘇南は１６．３％増、蘇北は１６．０％増、蘇中は１５．９％増で、そろって順調に拡大してい
る。商品別では、家具、建築・内装材、自動車の盛り上がりが目立ち、１１月単月ではそれぞれ、前年同月比
２１０．６％増、１０２．２％増、４２．６％増となっている。（時事）

太倉港太倉港、１０、１０年までに年までに２８２８バース増設＝バース増設＝１３０１３０億元投じ－江蘇省億元投じ－江蘇省
　中国のニュースサイト・新華網が２４日伝えたところによると、江蘇省太倉市当局はこのほど、第１１次五カ年
計画（２００６－２０１０年）期間中に太倉港に２８バースを増設する計画を明らかにした。年間の貨物取扱能力
は９０００万トンで、建設には１３０億元を投じる。全面稼働後は同港の取扱量は１億トンを突破する見通しだ。
　同港の０６年１－１１月の貨物取扱量は前年同期比１３７％増の５１万８７００ＴＥＵ（２０フィート標準コン
テナ換算）。貨物取扱量は同４８％増え、２０００万トンを超えたという。定期航路は近距離国内線も含め計
３６線。
　同港を利用する蘇南地区の輸出入用貨物は著しい増加傾向にあり、コンテナ取扱量は０７年には１００万Ｔ
ＥＵに、１０年には５００万ＴＥＵに達するとみられる。（時事）

ＰＣＢＰＣＢ各社各社、華東地区の生産能力拡充＝台湾華東地区の生産能力拡充＝台湾
　２６日付の台湾経済紙・経済日報（Ｃ４面）によると、域内のプリント回路基板（ＰＣＢ）メーカー各社は、ノ
ートパソコンや液晶パネル向けの受注競争を受けて、中国・華東地区での生産能力拡充を進めている。
　雅新実業は、蘇州に月産１５０万平方フィートの工場を新設。来年には効果が現れる見通しで、情況を見て
さらに拡充することも視野に入れている。また金像電子は、近年各社が工場を設置している常熟での生産を
開始。来年には本格稼動となる見込みだ。
　さらに、敬鵬工業も常熟に工場を建設中。このほか、弘捷電路や瀚宇博徳（ハンスター・ボード）、燿華電子
なども生産能力増強を進めており、来年末までに同地区での域内メーカーの月産量は５００万平方フィート増
加すると見られている。（時事）
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中国・経済

国家ソフト開発基地国家ソフト開発基地、第２陣に北京など陣に北京など６都市指定－情報産業省都市指定－情報産業省
　２６日付の中国紙・上海証券報（Ｂ５面）が新華社電として報じたところによると、中国情報産業省はこのほど、
国家認定の「ソフトウエア開発請負都市」として、北京市、浙江省杭州市、天津市、江蘇省南京市、湖北省武漢市、
山東省済南市の６都市を選定した。上海市、陝西省西安市、遼寧省大連市、広東省深セン市、四川省成都市
に次ぐ第２陣に当たる。
　認定都市になると、中央当局が産業化モデル工程、電子情報産業発展基金などの資金を優先的に配分。ま
た、指定された都市は都市計画などに開発団地建設を盛り込み、産業育成のための環境整備を進めることに
なる。
　情報産業省によると、中国の２００５年のソフト・情報分野の請負市場規模は９億２０００万米ドル。前年比
４５．３％増と大きく伸びており、特に欧米からの発注が２倍近い伸びをみせているという。（時事）

中国のソフト市場中国のソフト市場、１０、１０年には年には１兆元規模に＝国産比率は兆元規模に＝国産比率は６５６５％
　２６日付の中国紙・国際金融報（２面）によると、コンピューターなどで使用する中国のソフトウエアの市場
規模は２０１０年時点で１兆元に達する見通しだ。このうち、国産のソフトと関連サービスの占める割合は６５
％を超えるという。中国情報産業省の婁勤倹次官が２５日、浙江省杭州市で開かれた内部会議で明らかにし
た。
　０５年の中国のソフト市場の販売額は３９００億元。前年比４５％の急激な伸びを見せたが、そのほとんど
は海外製品で占められた。市場規模そのものは１０年まで、毎年３割程度の割合で伸び続けるという。
　一方、中国からのソフトの輸出は０５年で３５億９０００万米ドルに過ぎなかった。今後は年２８％程度の伸
びが見込まれ、１０年時点では１２５億ドルに達するという。（時事）

一度に一度に２０２０人以上の解雇人以上の解雇、報告義務付けへ＝広州市報告義務付けへ＝広州市
　２６日付の中国紙・広州日報（電子版Ａ１３面）によると、広州市政府はこのほど、企業が一度に２０人以上
の従業員を解雇する場合、削減対象となる人員の処置を同市政府労働保障部門に報告することを義務付ける
ことを決めた。
　同市政府がこのほど制定した「就業・再就業工作強化実施に関する意見」によると、削減対象となる人員の
処置が不明確な場合には、人員削減を認めないことになっている。この施策は、企業が随意に人員を削減し、
大量の失業が発生するのを防止することを目的とする。（時事）

中国中国、０７、０７年も原油と石炭の輸出課税を維持へ年も原油と石炭の輸出課税を維持へ
　【北京２６日ロイターＥＳ＝時事】中国は２６日、原油と石炭の輸出に対する課税を２００７年も維持し、エネ
ルギー資源の海外への売却を引き続き抑制する方針を発表した。
　同国財政省はホームページ上で、新たな課税制度を来月１日から実施するとしているが、税率については明
示していない。
　中国は国内で増加する需要を満たすため、１１月から原油と石炭の輸出に対して５％の課税を開始した。
　同国の１－１１月の原油輸出は前年同期比約２０％減の５４３万トン。新課税制度が実施されれば、輸出がさ
らに減少する可能性がある。

０７０７年世界の携帯電話の年世界の携帯電話の４割を生産割を生産
　２４日付の中国紙・光明日報（６面）によると、中国情報産業省は２３日、今年１－１０月の携帯電話生産台
数が前年同期比６３．８％増の３億７６００万台に上ったと発表した。２００７年には１０億台を突破し、世界生
産台数の４０％前後を占める見込み。
　同省経済運行局関係者は「今年に入って農村で携帯電話需要が増加し始めた」と指摘。同期の販売台数は
同６１．７％増に達した。（時事）
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鉄鉱石鉄鉱石、９．５、９．５％値上げで合意＝中国％値上げで合意＝中国・宝鋼に追随－新日鉄など宝鋼に追随－新日鉄など
　新日本製鉄、ＪＦＥスチールなど高炉大手各社は２６日、鉄鉱石最大手のブラジル・リオドセ社との間で
２００７年度の鉄鉱石購入価格を９．５％引き上げることで合意した。９．５％はリオドセと中国の鉄鋼最大手、
上海宝鋼集団が先に合意した上げ幅で新日鉄などが追随した。
　鉄鉱石の価格は、リオドセなど鉱山大手と高炉各社が毎年個別に交渉しているが、最初に合意した価格を
その他の鉱山・高炉各社が採用する仕組みが定着。これまでは新日鉄や独ティッセン・クルップなどがリーダ
ー役だった。
　中国が世界最大の鉄鋼生産国となったのを踏まえ、新日鉄は主導権確保を狙って韓国ポスコと共同で交渉
する契約を１１月結んだが、宝鋼はこうした動きを封じる形でリオドセと合意。今後、価格形成を主導する可能
性が高まっている。
　鉄鉱石の価格引き上げは５年連続で、鉄鋼業界全体のコスト増は年間７５０億－８００億円に上る見込み。
めっき用の亜鉛など原料価格も高騰しており、高炉大手各社は自動車メーカーなどと鋼板の値上げに向けた
交渉を本格化する。

米メサ航空と航空会社設立＝中国深セン航空米メサ航空と航空会社設立＝中国深セン航空
　２４日付の中国紙・光明日報（６面）によると、中国の深セン航空（広東省）と米メサ航空（アリゾナ州フェニックス）
はこのほど、中国国内での支線運行航空会社を設立することで合意した。新会社はフライト時間１時間前後の
中・小都市間を中心に運航する。
　中国民用航空総局は航空業界の対外開放を進めているが、外資と合弁の支線運行の航空会社設立は初めて。
　深セン航空は、独ルフトハンザ航空と共同出資の貨物航空会社「翡翠国際貨運航空」を開業させている。（時事）

台湾ドルと人民元の交換制度台湾ドルと人民元の交換制度、許可あればすぐに設置可能＝中銀総裁許可あればすぐに設置可能＝中銀総裁
　【台北２６日ロイターＥＳ＝時事】台湾中央銀行の彭淮南総裁は２５日、議会で、台湾ドルと中国の人民元の
合法的な交換制度について、公式な許可が下りれば同中銀は１週間もあればこれを準備できるとの見通しを
示した。
　同総裁発言を受けて、中台間の金融上のつながりが近く緊密化するとの期待が高まった。
　同総裁は、台湾当局で対中国政策を主管する大陸委員会がこれに合意すれば交換制度を設置できると述
べた。さらに、今は（台湾ドルと）人民元との取引を開放する「好機」だと強調した。
　同総裁発言は、中国本土からの観光客に台湾を一段と開放することを見越して台湾当局が計画している通
貨交換における規制緩和の一環。
　台湾ドルと人民元の交換は現在、中国に近い馬祖・金門両島を除き台湾全域で、銀行による交換業務が禁
じられている。彭淮南総裁は先に、台湾当局は人民元との交換性を高めるべきだとの見方を示していた。

中国・一般

歴史認識の対立克服を＝共同研究で初会合－日中歴史認識の対立克服を＝共同研究で初会合－日中
　【北京２６日時事】日中両国の歴史認識の溝を埋めようと、双方の研究者が出席した「日中歴史共同研究」
初会合が２６日、北京の中国社会科学院で２日間の日程で始まった。中国側座長の歩平社会科学院近代史研
究所長は冒頭、「戦争の被害・加害者で完全に違う体験を持つ両国で歴史認識を討議することは相当困難だ」
と認めつつ、「違いは相互交流や相互理解を通じて縮小できる」と述べ、焦点の日中戦争をめぐる歴史解釈の
対立を克服したいとの意向を示した。
　日本側座長の北岡伸一東大教授は昨春の反日デモで日中が対立した歴史認識の違いを挙げながら「政治
が現在や未来の問題に取り組むため、学者が冷静に議論することは意義がある」と強調。胡錦濤国家主席が
昨年、抗日戦争での国民党の役割を評価するなど中国側の歴史研究に「変化」が表れる中、「対話を進める
チャンス」と期待感を示した。
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　共同研究は双方１０人ずつの学者が「古代・中近世史」「近現代史」の２分科会を設置。対象は (1)２０００
年余の交流 (2)近代の不幸な歴史 (3)戦後６０年の歴史－で、２００８年の成果発表を目指す。ただ、中国で
は抗日戦争の歴史に関して共産党に解釈権があり、客観的な歴史認識の構築に向けた議論は難航が必至だ。
歩所長も「侵略戦争を否認する言行に十分警戒しなければならない」と原則論でけん制した。
　特に共産党が愛国主義を高揚するために「抗日」を利用し、来年を「盧溝橋事件、南京大虐殺７０年の歴史
問題で敏感な年」（李肇星外相）と位置付ける中、学者間で公式見解を覆す自由な議論を行うのは難しい。
　この日は今後の方向性について意見交換し、２７日には分科会ごとの討議も行われる。日本側は歴史の客
観的評価に向け、米国など第３国の史料や有識者の活用も提案している。

機密保全で統一指針策定へ＝領事館員自殺事件など教訓に－政府機密保全で統一指針策定へ＝領事館員自殺事件など教訓に－政府
　政府は２６日午後、外国情報機関などから日本の機密情報を守るための「カウンターインテリジェンス推進
会議」（議長・的場順三官房副長官）の初会合を首相官邸で開き、機密を取り扱う公務員が順守すべき統一
指針を策定することを確認した。同会議の下に課長級の幹事会を設置し、来年度の早い時期に取りまとめる。
　会合終了後、副議長を務める三谷秀史内閣情報官は記者団に「過去、どういう公務員が（外国情報機関の）
犠牲になったかも研究テーマだ」と述べ、中国・上海で日本総領事館員が中国公安当局から機密情報を求め
られ自殺した事件など、過去の事例を研究して指針をまとめる考えを示した。
三谷秀史（みたに・ひでし）

米朝双方が柔軟性発揮を＝米朝双方が柔軟性発揮を＝６カ国協議カ国協議「実質成果なし実質成果なし」－中国主席－中国主席
　【北京２６日時事】中国の胡錦濤国家主席は２６日、河野洋平衆院議長と北京の人民大会堂で会談した。胡
主席は休会となった先の北朝鮮核問題をめぐる６カ国協議に関して「各国の原則的立場に違いがあり、実質
的な成果を上げられなかった」とした上で「（昨年９月の）共同声明履行のルートに乗せるため、米朝双方が
柔軟性を発揮することが重要だ」と述べ、米朝両国の対応がカギとの認識を示した。
　胡主席は一方で、今回の同協議について「共同声明履行や非核化目標の堅持など一定の共通認識を得られ、
積極的な意義があった」と評価。ただ、「核問題は長期にわたるもので、複雑かつ深刻な相互不信があり、一
挙に解決は望めない」と悲観的な見方も示した。
　胡主席は日中関係について、１９８４年の３０００人訪中団に参加した当時の日本側関係者とその家族を中
国に招待することを明らかにした。胡主席は８４年当時、受け入れ側の事務局長を務めていた。
　河野議長はこの日、呉邦国全国人民代表大会常務委員長（国会議長）、曽慶紅国家副主席らとも会談した。

来年は延べ来年は延べ２１２１億人が大移動＝春節時の旅客量億人が大移動＝春節時の旅客量
　【北京２７日時事】中国国家発展改革委員会は２７日までに、来年２月１８日の春節（旧正月）を挟んだ期間中に、
帰省などで延べ２１億７０００万人に上る旅客輸送量があるとして、地方政府に安全管理の強化を求める通知
を出した。
　春節時の大移動は恒例だが、今年の延べ２０億４２００万人よりも増えた。発展改革委は特に、増加傾向に
ある農民工（都市への出稼ぎ農民）の帰省と、Ｕターンがスムーズに進むことのほか、突発事件に適切に対応
するよう指示した。
　来年の春節の旅客集中期間は２月３日～３月１４日。内訳は鉄道延べ１億５５００万人、道路同
１９億７０００万人、水運同２８４１万人、航空同１９３０万人となっている。

その他アジア

日本大使館職員が自殺か＝比日本大使館職員が自殺か＝比
　【ジャカルタ２６日時事】フィリピン警察当局などによると、マニラ首都圏マカティ市にあるアパート７階のプ
ール脇で２６日朝、日本人の男性が死亡しているのが見つかった。
　警察当局によれば、死亡したのは在マニラ大使館の日本人男性職員の「イトウ・カズユキ」さん（２４）。２５
階にある自室の窓が開いており、ドアには鍵がかかっていた。
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　警察当局者は「事件性をうかがわせるものはない」と述べ、イトウさんが部屋の窓から飛び降り自殺したの
ではないかとみて、動機などを調べている。部屋に遺書はなかったという。

キャピタランドの合弁会社キャピタランドの合弁会社、中国中国・成都で住宅用地取得＝シンガポール成都で住宅用地取得＝シンガポール
　【シンガポール２６日時事】シンガポールの不動産開発大手キャピタランドは２６日、中国企業との合弁会社「四
川キャピタランド置信」が、四川省成都市で住宅開発用地を取得したと発表した。取得価格は２億５１９０万人
民元（４９９０万シンガポールドル＝Ｓドル）。
　取得した用地の広さは２０万２３６１平方メートルで、周辺には病院や学校、ショッピングモールもあり、近年
住宅地として人気が出てきている。キャピタランド・チャイナのリム・ミンヤン最高経営責任者（ＣＥＯ）によると、
１６００戸の住宅を建設する計画で、来年第２・四半期に着工、０９年までには完成させる予定。
　四川キャピタランド置信は、キャピタランドと中国民営企業の成都置信実業集団有限公司との合弁会社。
２０１４年までに約２万５０００戸の住宅建設を目標としている。一方、キャピタランドは成都市で１０月、同社
が６５％所有するショッピングモールを開設。１１月には商業用地を落札しており、ショッピングモール「ラッフ
ルズ・シティー」の建設を計画している。

寒さで食用の犬肉需要が増加＝ベトナムやラオス－タイから輸入寒さで食用の犬肉需要が増加＝ベトナムやラオス－タイから輸入
　２６日付のタイ英字紙ネーション（４面）によると、ベトナムやラオスで食用の犬の肉の需要が増大し、タイ
は月間３万匹以上の犬を両国に輸出している。
　ベトナムでは犬肉は体を温める効果があるほか、幸運をもたらすと信じられており、人気が高い。高価なも
のは１匹４５００バーツの値が付くという。
　タイでは東北部サコンナコン県とムクダハーン県に犬肉販売の業者がいる。業者は１匹当たり２５０バーツ
で買い付け、同３５０バーツで販売する。
　これがメコン川を越えてラオスに輸出される際には同６００バーツに達し、ラオスの市場では同１３００バー
ツで取引される。さらにベトナムに入ると、毛色によって同２０００－３５００バーツになっているという。（時事）

中国全土で本格サービス開始へ＝中国全土で本格サービス開始へ＝ＩＰＩＰスターのゲートウエースターのゲートウエー３カ所完成－シンカ所完成－シン・サテライトサテライト
　【バンコク２６日時事】タイの通信衛星事業シン・サテライトは２６日、中国の上海と広州で建設していたブ
ロードバンド（高速大容量通信）対応の通信衛星ＩＰスター（タイコム４）のゲートウエーが完成したと発表した。
５月に北京で開設したゲートウエーを含む３つのゲートウエーで、中国全土で本格的なサービスが開始できる
ようになるとしている。
　中国でのＩＰスターのサービスは、提携先のチャイナ・サテライト・コミュニケーション・コーポレーション（Ｃ
ｈｉｎａ　ＳａｔＣｏｍ）と同関連会社のチャイナ・ブロードバンド・サテライト・ネットワーク（ＣＢＳＮ）が行う。
ＣＢＳＮはこれに関連し、ＩＰスターのユーザー・ターミナル５０００セットをシン・サテライトから購入するこ
とになっている。
　シン・サテライトはＩＰスターのサービスについて、これまでタイ、オーストラリア、ニュージーランド、ベトナム、
ミャンマー、ラオス、中国の７カ国で行っている。来年は他のアジア太平洋各国に進出するとしている。

Ｊａｐａｎ／Ｗｏｒｌｄ Ｔｏｄａｙ

フセイン元大統領の死刑確定＝フセイン元大統領の死刑確定＝３０３０日以内に執行－イラク高等法廷日以内に執行－イラク高等法廷
　【カイロ２６日時事】イラクの旧フセイン政権の犯罪を裁く高等法廷は２６日、１９８２年に中部ドゥジェイル
で起きたイスラム教シーア派虐殺事件の裁判の控訴審で、人道に対する罪に問われたフセイン元大統領（６９）
を死刑（絞首刑）とした１審判決を支持、これにより同元大統領に対する死刑が確定した。シャヒーン裁判長
が記者会見し明らかにした。
　同裁判長は、高等法廷の規定通り死刑は３０日以内に執行されるとし、当局は「あす以降いつでも執行できる」
と述べた。ただ、執行には大統領と副大統領２人の計３人から成る大統領評議会による署名が必要となる。
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　高等法廷は１１月５日、同裁判の１審判決で被告８人のうち、フセイン被告、バルザン・イブラヒム元ジュネー
ブ国連代表部大使とアワド・バンダル元革命裁判所長官の３人に死刑、ラマダン元副大統領に終身刑、元支
配政党バース党幹部３人に禁固１５年、同１人に無罪を言い渡していた。
　元大統領の弁護団を率いるドレイミ弁護士はヨルダンの首都アンマンでＡＦＰ通信に対し「１００％政治的
裁判だと確信しており、控訴審判決はまったく驚くに当たらない」と述べた。
　高等法廷はドゥジェイル事件以外では、８０年代末に起きたクルド人約１８万人が虐殺されたとされる「ア
ンファル作戦」についての裁判を審理中だが、被告の死刑が執行された場合、その他の訴追は打ち切られる。

姉歯被告に懲役姉歯被告に懲役５年＝年＝「耐震偽装耐震偽装、最大の責任最大の責任」－計算書改ざん－計算書改ざん、偽証偽証・東京地裁東京地裁
　耐震強度偽装事件で、建築基準法違反と議院証言法違反（偽証）、建築士法違反ほう助の罪に問われた元
一級建築士姉歯秀次被告（４９）に対し、東京地裁の川口政明裁判長は２６日、「前代未聞の悪質な犯行」と述べ、
求刑通り懲役５年、罰金１８０万円の実刑判決を言い渡した。建築士法違反罪に問われた元建築デザイナー
秋葉三喜雄被告（４６）は懲役１年２月、執行猶予３年（求刑懲役１年２月）とした。
　川口裁判長は「耐震偽装の最大の責任は、建築士への信頼を逆手に取って専門的技能を悪用し、巧みに
構造計算書を改ざんした姉歯被告にあった」と指弾。「偽証の犯情は極めて重く、この罪のみでも実刑に処す
るに十分だ」と判断した。
　計算書改ざんについて「およそ想定していなかったもの。国民に与えた衝撃は大きい」と指摘。「住むことも
できないマンションのローン支払いを続けることになった購入者らの厳しい処罰感情は見過ごせない」と述べ
た。収入を拡大したいと考えたことが動機とし、「自己の利得を図る目的で、職責に背いた」と非難した。
　偽証に関しては「自身が問題の核心に位置する人物と十分認識しながら、責任転嫁を図った」と認定。改ざ
んの開始時期を偽ったことでマンション２棟の偽装解明が遅れ、現実に人命に対する危険性を放置したとし、
「同種事犯でも極めて悪質」と強調した。
　その上で「矯正施設への収容を通じ、罪の重さの認識を深め、贖罪（しょくざい）に努める責任がある」とし、
６件の計算書改ざんは当時の法定刑の上限だった罰金１８０万円、偽証と名義貸しで懲役５年を選択した。
　判決によると、姉歯被告は２００３年から昨年にかけ、マンションとホテル計６棟の構造計算書を改ざん。昨
年１２月の衆院の証人喚問で、改ざんを始めたのは１９９６年ごろなのに、木村建設の篠塚明元東京支店長（４６）
＝有罪確定＝の圧力で９８年からと偽証した。
　０３年から０４年には、無資格の秋葉被告に名義を貸した。

不適切な経理処理不適切な経理処理、１０００、１０００件以上＝職員件以上＝職員１８３１８３人を処分－人を処分－ＮＨＫ・ＮＨＫ・過去過去７年分調査年分調査
　ＮＨＫは２６日、２００５年度までの７年間について全部局を対象に行った経理調査の結果、出張旅費や日
当の過払いなど不適切な経理処理が職員４６９人で計１０６３件、約１１３７万円分あった、と発表した。刑事
告発すべき悪質な事例はなかったとしているが、金額の多い職員５人と上司１人を停職１カ月などの懲戒処分、
１７７人を訓告や厳重注意とすることを決めた。
　調査は、４月に発覚したスポーツ報道センター元職員のカラ出張問題を受け、同５月に緊急調査を行った
同センターと札幌放送局を除く全職場で実施。不適切処理の内訳は、出張旅費が４３３件で計約９２２万円、
日当が２５３件で計約９４万円、タクシーが３７７件で計約１２０万円だった。
　懲戒処分の内容は、▽２６件で計約９４万円の出張旅費を不適切に受け取った衛星放送局チーフプロデュ
ーサー＝停職１カ月▽計約５４万円の日当過払いなどの山口放送局チーフカメラマン＝同▽計２０万円の出張
未精算やタクシー不適切使用があった衛星放送局チーフディレクター＝出勤停止３日▽計１３万円分のタクシ
ーを不適切使用した福井放送局記者＝同５日▽６万円分のタクシー領収書を不適切使用した報道局ディレク
ター＝減給（肩書はすべて当時）。５人は既に全額を返納、他の職員についても返金手続きを進める。このほ
か、出演料の二重払いなど経理処理のミスも５７件、計約３４０万円あった。ＮＨＫは原因について、日常的な
業務管理や職員の公金意識が不十分だった、と説明している。
　これに関連し、橋本元一会長は「視聴者の皆様に改めて深くおわび申し上げる。従来に増して経理処理や
事業運営のさらなる適正化と透明化に向けて努力を重ねていく」とのコメントを発表した。
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人事

パロマ工業の小林社長が辞任＝後任に川瀬副社長が昇格パロマ工業の小林社長が辞任＝後任に川瀬副社長が昇格
　パロマ工業（名古屋市）は２６日、ガス瞬間湯沸かし器による一酸化炭素中毒事故に関して経済産業省へ
の報告書を提出したことなどを受け、事故処理がほぼ一段落したとして、小林敏宏社長（６９）が来年１月末で
辞任し、後任には義弟に当たる同社の川瀬二郎副社長（６８）が昇格すると発表した。１月開催の取締役会
で決定する。小林氏は親会社パロマの会長職も２月末で辞任し、後任は置かないという。川瀬氏の妻（故人）
は小林社長の妹。
　川瀬　二郎（かわせ・じろう）早大理工卒。６８年パロマ工業入社、８３年取締役、９８年４月副社長。島
根県出身。

首相首相、政府税調会長に香西氏起用＝旧経企庁出身政府税調会長に香西氏起用＝旧経企庁出身、経済活性化を重視経済活性化を重視
　安倍晋三首相は２６日、公務員宿舎入居問題の責任を取って政府税制調査会長を辞任した本間正明氏の
後任に、旧経済企画庁出身で日本経済研究センター特別研究顧問を務める香西泰氏（７３）を起用すると発
表した。政府税調は来年１月に総会を開き、互選で正式決定する見通し。任期は３年。
　首相は首相官邸で、香西氏について「財政、税制に対する深い見識を持った方で、以前から尊敬していた。
ぜひバランスの取れた税制を、わたしの諮問に従って取りまとめていただきたい」と記者団に述べた。首相周
辺の１人は、同氏起用の理由について (1)首相と親交が深い (2)経済活性化の必要性を持論とし、経済成長
重視の安倍政権と基本路線は変わらない－ことなどを挙げた。また、香西氏は同日夜、都内で記者会見。塩
崎恭久官房長官から要請を受け、受諾したことを明らかにした上で、今後の税制改正論議について「人口が減
る中、財政再建のためには経済活性化が必要だ」と語った。
　後任会長には一時、税調委員の伊藤元重東大大学院教授が浮上していたが、本人が固辞したとされ、調整
は難航した。首相としては内閣支持率が低下する中、早期に決着させる必要があると判断し、官邸主導で外部
から起用した。
　政府税調会長をめぐっては１１月、首相の肝いりで、消費税増税に積極的とされる石弘光氏に代わって本間
氏が就任。しかし、同氏は知人女性との同居問題によって、就任からわずか１カ月半で辞任に追い込まれた。
　香西　泰氏（こうさい・ゆたか）東大経卒。５８年経企庁入庁、東工大教授、日銀参与、金融庁顧問などを
経て０６年４月から日本経済研究センター特別研究顧問。７３歳。神戸市出身。
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.00841 0.00641 0.01295 0.02977 0.30644 0.41487 76.3375 135.052 0.37434 7.82386 0.06545 0.27465 0.06578

米ドル 1USD= 118.880 - 0.76167 1.53990 3.53950 36.4300 49.3200 9075.00 16055.0 44.5020 930.100 7.78070 32.6500 7.82050

ユーロ 1EUR= 156.078 1.31290 - 2.02173 4.64701 47.8289 64.7522 11914.6 21078.6 58.4267 1221.13 10.2153 42.8662 10.2675

Sドル 1SGD= 77.1998 0.64939 0.49462 - 2.29853 23.6574 32.0281 5893.24 10426.0 28.8993 604.000 5.05273 21.2027 5.07858

リンギ 1MYR= 33.5867 0.28253 0.21519 0.43506 - 10.2924 13.9342 2563.92 4535.95 12.5730 262.777 2.19825 9.22447 2.20949

バーツ 1THB= 3.26324 0.02745 0.02091 0.04227 0.09716 - 1.35383 249.108 440.708 1.22158 25.5312 0.21358 0.89624 0.21467

ペソ 1PHP= 2.41038 0.02028 0.01544 0.03122 0.07177 0.73865 - 184.002 325.527 0.90231 18.8585 0.15776 0.66200 0.15857

ルピア 1IDR= 0.01310 0.00011 0.00008 0.00017 0.00039 0.00401 0.00543 - 1.76915 0.00490 0.10249 0.00086 0.00360 0.00086

ドン 1VND= 0.00740 0.00006 0.00005 0.00010 0.00022 0.00227 0.00307 0.56524 - 0.00277 0.05793 0.00048 0.00203 0.00049

ルピー 1INR= 2.67134 0.02247 0.01712 0.03460 0.07954 0.81861 1.10826 203.923 360.770 - 20.9002 0.17484 0.73367 0.17573

ウォン 1KRW= 0.12781 0.00108 0.00082 0.00166 0.00381 0.03917 0.05303 9.75702 17.2616 0.04785 - 0.00837 0.03510 0.00841

香港＄ 1HKD= 15.2788 0.12852 0.09789 0.19791 0.45491 4.68210 6.33876 1166.35 2063.44 5.71954 119.539 - 4.19628 1.00512

台湾＄ 1TWD= 3.64104 0.03063 0.02333 0.04716 0.10841 1.11577 1.51057 277.948 491.730 1.36300 28.4870 0.23831 - 0.23953

人民元 1CNY= 15.2011 0.12787 0.09739 0.19691 0.45259 4.65827 6.30650 1160.41 2052.94 5.69043 118.931 0.99491 4.17492 -

 アジア通貨クロスレートアジア通貨クロスレート（時事通信参考値時事通信参考値）

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST作成２６日１７時

マーケット情報

対米ドル OPEN RANGE CLOSE 中銀参考 主要金利 当地株式 前日比
ｼﾝｶ ﾎ゙ﾟー ﾙ･ﾄ゙ ﾙ 1.5420 1.5403 ～ 1.5420 1.5403 － 3.4063 2942.53 +0.14
ﾏﾚｰｼｱ･ﾘﾝｷ ｯ゙ﾄ 3.5360 3.5360 ～ 3.5420 3.5385 － 3.7000 1074.85 -4.87
タイ･バーツ 36.350 36.030 ～ 36.350 36.030 36.420 5.2500 686.54 +2.22
ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚･ﾍ ｿ゚ 休場 ～
韓国･ウォン 929.5 929.2 ～ 931.3 929.9 928.1 4.5300 1433.92 -3.57
香港ドル 7.7806 7.7798 ～ 7.7810 7.7805 － 休場
台湾ドル 32.630 32.600 ～ 32.655 32.650 － 1.6570 7727.59 +80.78
中国人民元 7.8205 7.8175 ～ 7.8228 7.8200 7.8220 2.0000 2608.19 +46.54

ベトナムドン中銀参考相場 16,090

前営業日の動き

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ･ﾙﾋ ｱ゚ 休場 ～
ｲﾝﾄ゙ ･ﾙﾋﾟー 休場 ～

注）【為替レート】シンガポール、タイ、香港：東京時間 9時－17 時のオフショア市場の取引。その他：地場市場の取引
 　　【中銀参考】タイ・韓国：前営業日の銀行間市場取引加重平均。中国：当日の外貨取引所発表対米ドル仲値。フィリピン：当日の銀行間市場取引加重平均。インド：
現地正午の市場実勢

　　【主要金利】シンガポール、マレーシア、香港：銀行間 3ヶ月物金利。中国：1週間物金利。その他：翌日物金利
　　【株式】東京時間17 時頃の水準（中国：上海 A株価指数）

 三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行アジア通貨レート銀行アジア通貨レート
２００６/１２/２６の動き

・経済指標等　12/26
SINGAPORE CPI                     　　　　　 　　　NOV +0.5%(Y/Y)  [OCT +0.4%]
          　　　MANUFACTURING PRODUCTION  NOV +14.7%(Y/Y) [OCT +3.4%]

・市況　「台湾ドルが軟調」
　多くの市場が休場明けとなったものの、取引参加者は少なく、アジア通貨は総じて小動きとなった。台湾ドルは、
米ドルが対円で堅調に推移する中、じり安推移が続いた。一方、インドでは株式相場が続伸となったことから
ルピーは上伸、44.50を超えて強含んでいる（上記は前営業日の動き）。
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・トピックス
＜タイ＞
　タリサ中銀総裁は、新為替規制を少なくとも3～ 6ヶ月間は継続するとの見解を示した。
＜台湾＞
　彭准南　中銀総裁は、台湾ドルと人民元の両替制度について、正式な指示があれば1週間で法的な枠組
みをまとめることができるとの見解を示した。
＜中国＞
　易綱 中銀総裁補佐は、来年のCPI上昇率が前年比 +3.0%を下回る水準で安定推移するとの見通しを示し
た。
　国家情報センターは、国内消費の伸びが固定資産投資の減速を相殺するため、2007年の経済成長率は前
年比 +9.5% 前後になるとの見通しを示した。
　劉明康　中銀金融政策委員は、地方の金融機関が信用供与を必要としている農村部により多くの金融サ
ービスを提供できるようにするため、預金金利と貸出金利の制限を緩和すべきであるとの見解を示した。
（三菱東京ＵＦＪ銀行　市場業務部）

米国市場サマリー米国市場サマリー（２７（２７日）
【株式】ＮＹ株、反発＝値ごろ感の買いに
　手掛かり材料に乏しい中、値ごろ感からの買いに反発して引け。ダウ工業株３０種平均は前週末終値比
６４．４１ドル高の１万２４０７．６３ドル、ナスダック総合指数は１２．３３ポイント高の２４１３．５１で取引終了。
ニューヨーク証券取引所の出来高は１億４２２６万株増の１３億０８４０万株（暫定値）。
【為替】円、１１９円台前半＝２カ月ぶり安値
　ニューヨーク外国為替円相場は、薄商いの中、約２カ月ぶりに１ドル＝１１９円台前半で取引された。午後５
時現在は、１１９円１０－２０銭と前週末午後５時（１１８円８０－９０銭）比３０銭の円安・ドル高。ユーロは同
時刻現在、対ドルで１ユーロ＝１．３０９２－０２ドル（前週末午後５時１．３１２４－３４ドル）、１ユーロ＝１５６
円００－１０銭（同１５５円９５－１５６円０５銭）。

三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行直物為替公表建値　12/26銀行直物為替公表建値　12/26
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位あたり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 120.01 118.01 117.64 カナダドル 104.29 101.09 100.80
ユーロ 157.81 154.81 154.39 英ポンド 237.19 229.19 228.42
ｽｲｽﾌﾗﾝ 98.49 96.69 96.49 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 21.27 20.67 20.61
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 19.39 18.79 18.73 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 17.76 16.96 16.91
豪ドル 95.58 91.58 91.25 ＮＺドル 85.68 81.68 81.35
中国人民元 --- --- --- 香港ドル 15.73 14.87 14.82
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 78.03 76.37 76.18
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 12.00 10.00 --- タイバーツ 3.43 3.27 3.25
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 2.86 2.56 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 2.12 1.82 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 420.51 404.51 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 32.58 30.98 30.87
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 33.13 31.77 31.65 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 33.43 32.07 ---
韓国ウォン 13.04 12.64 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.44 1.20 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.57 2.29 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 18.50 15.50 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 5.80 5.56 --- 露ルーブル 4.80 4.30 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.64 0.60 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 42.15 39.75 ---
ｽﾛﾊﾞｷｱｺﾙﾅ 4.76 4.36 ---  

（注）ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場
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アジア主要市場の株価指数アジア主要市場の株価指数（26日26日、カッコ内は前営業日比カッコ内は前営業日比）
上海Ｂ株 127.099(+0.319) シンガポールＳＴ５５種 2942.53(+0.14)
深センＢ株 422.43(-0.71) クアラルンプール総合 1078.15(-1.57)
香港・ハンセン CLOSED マニラ総合 CLOSED
台湾加権平均 7727.59(+80.78) インドネシア総合 1783.979(-1.781)
ソウル総合 1433.92(-3.57) バンコクＳＥＴ 688.72(+4.40)

続伸＝中国工商銀が主導続伸＝中国工商銀が主導〔上海上海・深セン株式深セン株式〕（２６〕（２６日）
　【上海２６日ロイターＥＳ＝時事】２６日の上海・深セン株式市場の株価は、中国工商銀行（ＩＣＢＣ）など大
型銀行株がけん引し、続伸して引けた。一方で他の大半の銘柄は下落した。
　外貨建てＢ株と人民元建てＡ株の両方をカバーする上海総合株価指数は、４３．９７０ポイント（１．８１％）
高の２４７９．７３２で終了。一時、取引時間中の最高値となる２５０５．６９７まで上昇した。前日は３．９％高。

東証出来高東証出来高・指数指数（２６（２６日、平均株価単位＝円平均株価単位＝円）
　　　　　第 １ 部                            　　　　　　第 ２ 部
指　　　数　  1,672.45  (  +7.58)           指　　　数  4,138.86  ( +25.10)
出来高概算　171,810万株                     出来高概算  6,656万株
日経平均　　 17,169.19  ( +76.30)

新聞各紙から

東京各紙朝刊東京各紙朝刊（27日27日）
【１面トップ】
〔朝日〕フセイン元大統領死刑確定　３０日以内執行の規定▽イラク混迷もはや別次元
〔毎日〕国・地方の収支　増税なしで黒字化　必要額７兆円圧縮　内閣府試算▽財政健全化アピール　基礎
的収支の黒字財源圧縮、税収増を追い風に
〔読売〕介護報酬　コムスンが過大請求　都、５０カ所一斉監査
〔日経〕トヨタ　フォードとトップ会談　環境技術など提携を模索▽フォード、技術獲得狙う　トヨタは経済
摩擦回避
〔産経〕佐田行革相辞任へ　政治資金虚偽報告　与党内も批判強まる▽首相、苦しい政権運営　税調人事も
ドタバタ
〔東京〕姉歯被告に懲役５年　耐震偽装事件　「最大の責任」認定　偽証も「巧妙、悪質」　東京地裁判決▽
ぶぜん、表情変えず　反省の色薄く　諭す裁判長「いらだち覚えた」▽被害住民「私たちのローン苦は一生」
▽「偽装の温床」責任見えず　国交省「過去の事件」　担当者は冷淡反応「動機、あきれた」

【他の１面独自記事】
◆国民年金加入２２歳に　期間４０年のまま　学生の負担軽減　厚労省、引き上げ検討（読売）

【共通ニュース】
◆政府税調会長に香西氏　成長路線踏襲の見通し▽「本間ダメージ」消せるか　党税調と板挟み必至
◆パート差別待遇禁止　厚労省、法改正案を提出へ
◆東京都予算案　税収１７％増、過去最高
◆ＮＨＫ　不適切経理７年で１１４９件　職員４６９人関与、６人を懲戒処分
◆残業代ゼロ、法制化に慎重　公明代表
◆湯沸かし器事故　パロマ、欠陥認める　「広義の意味」、経産省に報告書
◆在外投票　期間前記入を有効票に　公選法違反容疑、領事ら２人書類送検
◆国に４億７０００万円過大請求　産業創造研　２６事業、全額返還へ
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【日経】
◆労働時間規制　除外制度を明記　労政審きょう最終報告 (3)
◆消費緩やかに増加　１０－１２月、エコノミスト見通し　消費者心理の改善背景 (3)
◆不動産投融資、過熱を警戒　ファンド向け、大手１１行９月末３割増　リスク管理徹底、金融庁が要請へ
(4)
◆実質２％成長目標を明記　諮問会議が中期方針案了承 (5)
◆インドネシアＬＮＧ　対日輸出１割強削減　来年　３年連続の２ケタ減 (7)
◆ＴＶ番組、家庭内で無線転送　スカパー、慎重姿勢を転換　ソニーと組み機器販売 (9)

お知らせ

おわびと訂正おわびと訂正
　２６日付時事速報に掲載した「ルネサス、力晶子会社に出資へ＝中国・台湾市場でシステム開発展開」の記事中、
「出資額は３億５０００万台湾ドル（約１２億６０００万円）」とあるのは「出資額は約４億７０００万円」の誤り
でした。おわびして訂正します。


